
群馬県　沼田市 経営比較分析表（令和6年度決算）
分析欄

業務名 業種・事業名 管理者の情報 自己資本構成比率（％） 剰余金の使途について（具体的な使用実績事業を記入してください） １．経営の状況について

法非適用 電気事業 非設置 該当数値なし 剰余金　4,462 千円は基金へ積立 （26-02-08）

（参考）
基金への積立の有無… 有
   目的：発電設備の適正管理及び将来の更新等　　4,483千円 （26-02-08）+（26-01-58）
一般会計への繰出しの有無…　無
　 目的：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　千円

電気事業により生じた利益は、発電設備の適正管理及び将来の更新等に充てるための電気事業基金に積み立てることを基本としている。

　本市の太陽光発電所（佐山太陽光発電所、多那太陽光発電所）は､平成28年度
に工事着工､平成29年5月に完成､発電を開始しました。
  水力発電所（平川小水力発電所）は、令和2年度に工事着工、令和6年11月に完
成し、令和7年1月より発電を開始しました。
 太陽光発電所は発電開始から主要設備は順調に稼働しており､これまで計画どお
りの売電収入が得られています。小水力発電所は年度途中からの稼働となったが
概ね計画どおりの発電量は確保しており、収益的収支比率及び営業収支比率は､
黒字であることを示す100％を上回り､概ね健全な経営状況であるといえます。

各項目の分析は以下のとおりです。

①収益的収支比率が減少した理由としては､本年度に稼働となった小水力発電所
に係る地方債償還金が増加したことがあげられます。

②営業収支比率が減少した理由としては､小水力発電所の稼働により主に施設管
理費が増加したことがあげられます。

③供給原価が増加した理由としては、小水力発電所の稼働により前年度と比較し
て地方債償還金が増加したことがあげられます。今後においても、地方債の償還
期間が続くため、しばらくは全国平均値を上回る高い値となることから､施設の
適正管理､発電状況の把握や故障等の早期発見に取り組みながら､改善を図ってま
いります。

④EBITDA（減価償却前営業利益）の増加した理由としては､小水力発電所の稼働
により地方債償還金の支払利息が増加したことが上げられます。数値については
事業期間が短く､経年比較が難しいことから､今後も経営状況判断の指標として注
視し､必要に応じて経費削減や事業改善に努めてまいります。

水力発電所数 ごみ発電所数 風力発電所数 太陽光発電所数

- 令和7年5月30日　沼田市多那太陽光発電所 令和19年6月9日　沼田市多那太陽光発電所 無

売電先 地産地消の見える化率（％）※1

1 - - 2

その他発電所数 料金契約終了年月日 ＦＩＴ・ＦＩＰ適用終了年月日 電力小売事業実施の有無

東京電力エナジーパートナー（株）、東京電力パワーグリッド（株） -

※1 行政区域内の需要家に小売されたことが客観的に明らかであるものを計上。なお、この基本情報をもって全ての地産地消エネルギーへの取り組みを評価するものではない。

年間発電電力量（MWh） R02 R03 R04 R05

ごみ発電 - - - - -

R06

水力発電 - - - - 293

太陽光発電 505 496 483 524 452

風力発電 - - - - -

ＦＩＴ・ＦＩＰ以外 ＦＩＴ・ＦＩＰ 合計

年間電灯電力料収入（千円） - 24,788 24,788

合計 505 496 483 524 745

１．経　営　の　状　況

R02 R03 R04 R05 R06 R02 R03 R04 R05 R03 R04 R05 R06R05 R06 R02
■当該値 159.6 161.6 128.3 146.7 103.0

R02 R03 R04R06 R02 R03 R04 R05 R06
14,645 17,538 29,629■当該値 24,837.6 24,268.1 30,857.1 29,131.7 45,438.9

■平均値 141.8 138.2 135.0 136.6 127.3
■当該値 16,899 16,983■当該値 - - - - -■当該値 1,203.4 1,104.4 682.1 620.0 520.6

■平均値 - - - - -■平均値 238.0 227.5 238.5 235.0 217.6 ■平均値 36,820 35,532 36,111 39,983 32,708■平均値 18,998.7 17,544.5 19,886.6 23,723.7 22,709.8

２．経営のリスクについて

①設備利用率が前年度比で減少したのは、年度途中で小水力発電所が稼働となり
年間発電電力量が少なかったことと、太陽光発電では冬期積雪の影響により年間
発電電力量の減少したことが上げられます。次年度からは水力発電による発電電
力量の増加し設備利用率は上昇すると予想されることから、引き続き発電施設の
効率的な運用に努めていきたい。

②修繕費比率については、令和5年度は太陽光発電所の大規模な修繕を実施した
ため増加したが、令和6年度は監視装置の軽微な修繕を実施したことによるもの
です。

③企業債残高対料金収入比率については、令和2年度から新規事業である小水力
発電所の整備を実施しており、本整備の事業で地方債を借入れたことによって高
い数値が続いていましたが、小水力発電所が令和6年度に完成し発電を開始した
ことから、今後は増加する売電収入によって計画的に企業債を償還していくもの
です。

④固定価格買取制度（FIT）収入割合は100％であり､FIT適用期間中は安定した収
入が確保できるものと考えます。一方で､FIT適用期間終了後は､大幅に収入が減
少するリスクを抱えているため､期間満了までに事業の終了も含めたリスク対応
の検討が必要となります。

●施設全体 ●発電型式別

R02 R03 R04 R05 R06 R02 R03R02 R03 R04 R05 R06 R02

２．経　営　の　リ　ス　ク

- 6.2 ■当該値 -
R05 R06

■当該値 13.4 13.2 12.9 13.9 8.8 ■当該値 -
R04 R05 R06 R02 R03 R04R03 R04 R05 R06

13.2 12.9 13.9 12.0
■平均値 29.1 29.6 29.1 27.5 26.6

- - - - ■当該値 13.4- - - - ■当該値 -- -
■平均値 - - - - -■平均値 54.1 58.1 55.4 46.1 45.8 ■平均値 14.9 14.3 13.8 14.2 14.1■平均値 - - - - -

R03 R04R03 R04 R05 R06 R02 R03R02 R03 R04 R05 R06 R02
0.0 ■当該値 - -

R06
■当該値 1.4 2.4 28.5 40.4 5.0 ■当該値 - -

R05 R06 R02 R03 R04 R05R04 R05 R06 R02
28.5 40.4 13.8

■平均値 6.3 5.0 4.1 12.3 5.3 ■平均値

- - - ■当該値 1.4 2.4- - - ■当該値 - -- -
1.8 2.7 9.7 4.1

R02 R03 R04 R05 R06

- - - - - ■平均値- - - - - ■平均値16.2 5.6 7.0

R02 R03R02 R03 R04 R05 R06 R02

1.835.7 14.9 ■平均値

- 9,670.3 ■当該値 -
R05 R06

■当該値 596.0 2,385.3 2,265.1 3,194.9 3,622.7 ■当該値 -
R04 R05 R06 R02 R03 R04R03 R04 R05 R06

592.7 523.5 442.6 461.2
■平均値 156.6 197.3 179.5 171.6 191.4

- - - - ■当該値 596.0- - - - ■当該値 -- -
■平均値 - - - - -■平均値 339.9 303.6 276.9 385.1 419.5 ■平均値 125.8 119.4 113.0 99.1 88.2■平均値 - - - - -

全体総括
R02 R03 R04 R05 R06 R02 R03 R04 R05 R03 R04 R05 R06   令和2年度から令和6年度にかけて整備していた小水力発電所が11月に完成し、

固定価格買取制度を利用し電力会社に全量売電しており、発電開始からこれまで
想定された売電収入は得られています。
　太陽光発電については、これまで安定した売電収入は得られており、小水力発
電の開始により売電収入の増も想定されることから、今後も発電設備の適正な維
持管理と効率的な運用を行って健全な経営状況を続けていきます。
　また､売電収入から計画的に基金への積立てを行うことで､将来の設備更新・撤
去に備えています。
　今後は令和2年度に策定した経営戦略が策定から5年が経過することから、その
検証と見直しを行う予定でおり、引き続き将来にわたる健全な事業運営を進めて
いくものです。

R06 R02
■当該値 - - - -

- ■平均値

- - -
R02 R03 R04 R05R06 R02 R03 R04 R05 R06

- -- ■当該値 - - - -- -
■平均値 - - - - - ■平均値 - -

- ■当該値 - - - -- ■当該値 - -
- -

■当該値 -
-

R02 R03 R04 R05 R06 R02 R03

- - - ■平均値 - -- - - ■平均値 - -- - - -

R04 R05 R06 R02 R03 R04
100.0 100.0 100.0

R06 R02 R03 R04 R05
■当該値 - - -100.0

R06R05 R06 R02 R03 R04 R05
■当該値 100.0- - 100.0■当該値 - - - -

97.5■平均値 87.4 91.0 84.7 76.7 86.8
100.0 100.0 100.0■当該値 100.0 100.0 ■当該値 - -- - -

※ 令和2年度から令和6年度における各指標の全国平均値は、当時の団体数を基に算出していますが、設備利用率及び修繕費比率、企業債残高対料金収入比率、FIT・FIP収入割合については、令和6年度の団体数を基に平均値を算出しています。

■平均値 98.9 99.7 99.8 99.7 99.7■平均値 - - - - -■平均値 - - - - -■平均値 97.1 98.9 99.1 97.4
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○ 水力発電 ○ ごみ発電 ○ 風力発電 ○ 太陽光発電

該当数値なし
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